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開催日時  平成 29年 5月 23日（火） 

12時 30分から 13時 30分 

 

開催場所  幕張メッセ国際会議場  1階 101 

（〒261-0023 千葉市美浜区中瀬 2-1） 

  



 

  



 

第 16 回学協会長会議 議事次第 

 

 

 

 

1.前回議事録確認 

第 15 回議事録 (P1-P3) 

 

 2.日本地球惑星科学連合活動報告 

  2017 年大会概要 

2017 年大会概要 (別添資料) 

PEPS ジャーナルの出版状況報告 (別添資料) 

    日本学術振興会育志賞候補者の推薦について         

 

  3.日本学術会議の近況報告（P4-P6） 

 

 4.団体会員に関わる定款等の変更について（P7-P9） 

学協会長会議幹事会メンバー選出について(P10-P11) 

 

 5.次期学協会長議長の選任 

  

 6.その他（P12-P13） 

 

 



 

公益社団法人日本地球惑星科学連合 

第 15 回学協会長会議議事録 

 

 

開催日時 ：平成 28 年 10 月 25 日（火）午後 3時 00 分から 4時 40 分 

開催場所 ：東京大学地震研究所 1号館 2階セミナー室 

      （東京都文京区弥生 1-1-1） 

出 席 者 ： 

[学協会] 議長, 圦本尚義(日本地球化学会)，脇坂安彦(日本応用地質学会), 井上源喜(日本温泉科学会),  

日比谷紀之(日本海洋学会), 山里平(日本火山学会), 宮本潔(形の科学会), 向山栄(日本活断層学会),  

岩崎俊樹(日本気象学会), 榎並正樹(日本鉱物科学会), 森田喬(日本地図学会), 前田晴良(日本古生物学会), 

小島紀徳(日本沙漠学会), 林歳彦(資源地質学会), 山岡耕春(日本地震学会), 町田功(日本水文科学会),  

樋口篤志(水文・水資源学会), 宮嶋宏行(生態工学会), 島田秋彦(生命の起原および進化学会), 浜田康史(石

油技術協会), 大畑哲夫(日本雪氷学会), 新谷昌人(日本測地学会), 今村隆史(日本大気化学会), 田村亨(日本

堆積学会), 小野昭(日本第四紀学会), 高橋修(日本地学教育学会), 竹之内耕(地学団体研究会), 杉田文 (日

本地下水学会), 山崎俊嗣(地球電磁気・地球惑星圏学会), 小口高(日本地形学連合,地理情報システム学会), 

渡部芳夫(日本地質学会), 村山祐司(日本地理学会), 海東達也(地理教育研究会), 野上道男(東京地学協会), 

島田周平(東北地理学会), 濱本昌一郎(土壌物理学会), 篠原也寸志(日本粘土学会), 石郷岡康史(日本農業気

象学会), 千葉昭彦(物理探査学会), 山室真澄(日本陸水学会), 北岡豪一(陸水物理研究会), 粟屋善雄(日本リ

モートセンシング学会), 田近英一(日本惑星科学会), 西弘嗣(地球環境史学会), 服部克己(日本大気電気学会) 

[日本学術会議] 大久保修平(日本学術会議地球惑星科学委員会委員長) 

[連合] 川幡穂高（会長）, 田近英一（副会長）, 中村正人（副会長） 

(敬称略) 

 

議事内容 ： 

 

１．前回議事録確認 

前回会議議事録を確認した。 

 

２．日本地球惑星科学連合活動報告 

(1)2017 年連合大会準備状況報告（川幡会長） 

2017 年連合大会の開催状況について川幡会長より報告があった。会期中の日程やスケジュール、開催会場

について説明があった。2017年大会開催日程は例年より一日多い6日間（土曜日から）の開催となること、「アイ

スブレーカー」や「International Mixer Luncheon」も予定に入れて準備を進めていることが報告された。 

セッション提案については、当初の予想を大きく上回る、266 件の申し込みがあり大変好況であったことが報告さ

れた。 
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連合の今後の発展のために、加盟学協会との関係を密にすべく、学協会におかれても次回の代議員選挙に際

し、代議員に立候補・推薦及び投票にむけて積極的に取り組まれることを期待する旨、川幡会長より説明があっ

た。また、昨年に引き続き、日本地球惑星科学連合への寄附のお願いがあった。なお、寄附を頂きました皆様に

お送りする領収書は、確定申告の際に「所得控除」の添付書類としてご利用いただけることが説明された。 

 

(2)JpGU ジャーナルの進捗状況報告 

PEPS（Progress in Earth and Planetary Science）の編集・出版状況について川幡会長より報告があった。ジャ

ーナルは現在、順調な編集・出版を進めている。 

トムソン・ロイターとエルゼビアに対し、ジャーナル評価指標取得のため、IF、Scopus の採録申請を行った。順調

に受理されれば、2018 年に付与される予定である。 

PEPS に投稿された方を対象に外国人招待者のトラベルサポートを積極的に進めている。2017 年度に開催予定

の国際会議があれば、事務局か編集長にご連絡を、との紹介があった。 

 

(3)団体社員の体制および規則について 

連合の団体社員の体制変更に伴う規則の変更について、川幡会長より説明があった。 

幹事会設置について、議論され、以下の内容を理事会に提案することとなった。 

 

(3-1).規則について 

1.学協会長会議規則（案）に目的を追記した規則を理事会で作成する。 

2.法人運営基本規則の第 8章から上記 1の学協会長会議規則を参照できるようにする。 

3.法人運営基本規則の第 8章、「学協会長会議」に幹事会について記載する。 

 

(3-2)申し合わせについて 

学協会長会議幹事会の運営に関する申し合わせ（案）を理事会と学協会長会議で作成する。 

 

(3-3)幹事会メンバーについて 

第 7 回理事会（3 月開催）までに前議長（海洋学会, 日比谷会長）と現在の議長（地球化学会, 圦本会長）とで検

討し、年内を目標にまとめる。 

 

(3-4)理事会へのリクエストについて 

1.規則か申し合わせに、理事会へのオブザーバとしての幹事会の意見を尊重する、という内容を記載することが

求められた。 

2.幹事会について規則に記載する。 

 

３．日本学術会議の近況報告 (日本学術会議地球惑星科学委員会 大久保委員長) 

(1)日本学術会議のこれまでの活動 
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大久保委員長より、日本学術会議の活動報告があった。大型研究計画の選考について、防衛装備庁の安全

保障技術推進制度に対する対応、次期の会員・連携会員の選考、電子ジャーナル問題、原発事故等による放

射性物質の移流・拡散、分科会の活動について、それぞれ報告があった。 

 

４．その他 

(1)日本気象学会、岩崎会長より、「原子力関連施設の事故に伴う放射線物質拡散に関する作業部会」の活動に

ついて報告があった。日本学術会議での公開シンポジウムが行われるなどの報告があった。 

 

(2)地球化学会、圦本会長より、6月 26 日から 7月 1日に開催された「ゴールドシュミット会議 2016（横浜）」につ

いて、報告があった。参加者は69カ国から約 3740名にのぼり、盛会であった旨が報告され謝辞が述べられた。 

 

(3)日本古生物学会、前田会長より、「熊本・大分地震で被害を受けた地域博物館の支援」について報告があっ

た。連合から発出した支援に関する声明への御礼と、まだ引き続き支援を必要としている地方自治体の博物館、

民間の資料館、への支援を今後お願いしたく、現在、日本地質学会とどの程度支援が必要なのか等を、調査中

であることが説明された。今後、具体的な案がまとまり次第、報告されること、また、その際には皆様のご意見と

ご支援をお願いしたいという報告があった。 

 

以上 
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日本学術会議報告 

 

地球惑星科学委員会委員長 大久保修平 

 

 日本学術会議は、2017年4月13日-14日に173回総会を開催し、同じ期間に第三部会（理工学）を開催した。

これに先立って、2016年12月27日に地球惑星科学委員会を開催した。これらの会議で話題となった事項に

つき、以下で概説する。 

 

 (1) 軍事的安全保障研究に関する声明 

  防衛装備庁の安全保障技術研究推進制度に端を発して、広く関心を集めていた軍事的安全保障研究と

学術に関して、学術会議幹事会から声明が発せられた（全文を別紙に引用）。この声明で注目すべき点

は以下のくだりである。 

 「大学等の各研究機関は、・・・、国内外に開かれた自由な研究・教育環境を維持する責任を負うこと

から、軍事的安全保障研究と見なされる可能性のある研究について、その適切性を目的、方法、応用の

妥当性の観点から技術的・倫理的に審査する制度を設けるべきである。学協会等において、それぞれの

学術分野の性格に応じて、ガイドライン等を設定することも求められる。 

  研究の適切性をめぐっては、学術的な蓄積にもとづいて、科学者コミュニティにおいて一定の共通認

識が形成される必要があり、個々の科学者はもとより、各研究機関、各分野の学協会、そして科学者コ

ミュニティが社会と共に真摯な議論を続けて行かなければならない。・・・・」 

  なお、広く社会一般からの意見も聴くために開催された「安全保障と学術の関係：日本学術会議の

立場」と題した学術フォーラム（2017年2月4日）での講演や、「安全保障と学術に関する検討委員会」

の報告（提言案）は下記サイトに公開されている 

 （http://www.scj.go.jp/ja/member/iinkai/anzenhosyo/anzenhosyo.html） 

  また、地惑委員会とJpGUの共催で、2017年合同大会ユニオンセッションU06「地球惑星科学の進むべ

き道-7: 防衛装備庁安全保障技術研究制度」を平成29年5月20日に開催した。 

  

（2）大型研究計画（マスタープラン2017） 

  2017 年 2月 8日に提言としてとりまとめられて、公表済み。3年前のマスタープラン 2014 のときに

はなかった融合分野が創設されたため、地惑関係の採択数（重点分野を含め）の比較は困難。地惑関

係だけでエントリーし、重点分野に採択された課題数は前回と同じ１であった。 

  http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/kohyo-23-t241-1.html 

  次のマスタープランの改訂は 2020 年 2月ごろで、大改訂という位置づけとなる見込み。今回と同じ

スケジュールなら、2019 年 3 月ごろ公募があり、４～６月に審査ということになる。準備期間はあと

2年しかないことに留意。委員長の個人的見解としては、地惑委員会がこれまで行った予備審査・JpGU

での公開審査のようなシステムを継続する方向で、次期委員会に申し送りたいと考えている。次期委

員会で approve されれば、2017 年 12 月ごろには 1回目の予備審査が行われる可能性もある。 

 

 

5/23/2017 日本地球惑星科学連合第 16 回学協会長会議 
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 (3)次期の会員・連携会員の選考 

  24期（2017年10月～2020年9月）の会員・連携会員を選考中である（推薦等は締切済）。候補者にな

りうる方についての参考情報を提供していただいた学協会にはお礼申しあげる（地惑では15学会程度）．  

 

(4) 電子ジャーナル問題 

 本委員会の働きかけをきっかけに、学術会議の公開シンポ（学術フォーラム）「危機に瀕する学術情

報の現状とその将来」が、H29 年 5 月 18 日（木）開催された。文科省や国大協の担当者、Elsevier 役

員、大学図書館長などの関係者が講演。それなりの好影響を期待。 

 

(5) 原発事故等による放射性物質の移流・拡散 

 公開の学術フォーラム「放射性物質の移動の計測と予測 － あのとき・いま・これからの安心・安全」

を、2017 年 8月 7日（月）に学術会議講堂で開催する。 
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別紙 

 

平成29年3月24日 

第243回幹事会 

軍事的安全保障研究に関する声明 

 

日本学術会議 

日本学術会議が1949年に創設され、1950年に「戦争を目的とする科学の研究は絶対にこれを行わない」

旨の声明を、また1967年には同じ文言を含む「軍事目的のための科学研究を行わない声明」を発した背景

には、科学者コミュニティの戦争協力への反省と、再び同様の事態が生じることへの懸念があった。近年、

再び学術と軍事が接近しつつある中、われわれは、大学等の研究機関における軍事的安全保障研究、すな

わち、軍事的な手段による国家の安全保障にかかわる研究が、学問の自由及び学術の健全な発展と緊張関

係にあることをここに確認し、上記２つの声明を継承する。 

 科学者コミュニティが追求すべきは、何よりも学術の健全な発展であり、それを通じて社会からの負託

に応えることである。学術研究がとりわけ政治権力によって制約されたり動員されたりすることがあると

いう歴史的な経験をふまえて、研究の自主性・自律性、そして特に研究成果の公開性が担保されなければ

ならない。しかるに、軍事的安全保障研究では、研究の期間内及び期間後に、研究の方向性や秘密性の保

持をめぐって、政府による研究者の活動への介入が強まる懸念がある。 

 防衛装備庁の「安全保障技術研究推進制度」（2015年度発足）では、将来の装備開発につなげるという

明確な目的に沿って公募・審査が行われ、外部の専門家でなく同庁内部の職員が研究中の進捗管理を行う

など、政府による研究への介入が著しく、問題が多い。学術の健全な発展という見地から、むしろ必要な

のは、科学者の研究の自主性・自律性、研究成果の公開性が尊重される民生分野の研究資金の一層の充実

である。 

 研究成果は、時に科学者の意図を離れて軍事目的に転用され、攻撃的な目的のためにも使用されうるた

め、まずは研究の入り口で研究資金の出所等に関する慎重な判断が求められる。大学等の各研究機関は、

施設・情報・知的財産等の管理責任を有し、国内外に開かれた自由な研究・教育環境を維持する責任を負

うことから、軍事的安全保障研究と見なされる可能性のある研究について、その適切性を目的、方法、応

用の妥当性の観点から技術的・倫理的に審査する制度を設けるべきである。学協会等において、それぞれ

の学術分野の性格に応じて、ガイドライン等を設定することも求められる。 

 研究の適切性をめぐっては、学術的な蓄積にもとづいて、科学者コミュニティにおいて一定の共通認識

が形成される必要があり、個々の科学者はもとより、各研究機関、各分野の学協会、そして科学者コミュ

ニティが社会と共に真摯な議論を続けて行かなければならない。科学者を代表する機関としての日本学術

会議は、そうした議論に資する視点と知見を提供すべく、今後も率先して検討を進めて行く。 
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人
に

関
す

る
法

律
（

以
下

、
「

法
人

法
」

と
い

う
。
）
上
の
社
員
と
す
る
。

2
こ

の
法

人
は

、
正

会
員

の
中

か
ら

選
出

さ
れ

た
代

議
員

を
も

っ
て

、
一

般
社

団
法

人
及

び
一

般
財

団
法

人
に

関
す

る
法

律
（

以
下

、
「

法
人

法
」

と
い

う
。

）
上

の
社
員
と
す
る
。

（
以

下
省
略
）

（
以
下
省
略
）

（
代

議
員

の
定

数
、

選
出

方
法

、
任

期
及

び
欠

員
措

置
）

（
変

更
な

し
）

（
代
議
員
の
定
数

、
選
出
方
法
、
任
期
及
び
欠
員
措
置
）
（
変
更
な
し
）

第
1
1
条

代
議

員
の

定
数

は
、

80
名

以
上

20
0
名

以
内

で
社

員
総

会
に

お
い

て
別

に
定
め
る
数
と
す
る
。

第
1
1
条

　
代
議
員

の
定
数
は
、
8
0
名
以
上
2
0
0
名
以
内
で
社
員
総
会
に
お
い
て
別

に
定
め
る
数
と
す

る
。

公
益
社
団
法
人
日
本
地
球
惑
星
科
学
連
合

定
款
第
7
条
変
更
の
件
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第
4
章

　
社

員
総

会
第

4
章

　
社

員
総

会
  

（
旧

）
  

(新
)

（
構

成
）

（
構
成
）

第
2
7
条

　
社
員
総
会

は
、

団
体
会
員
及
び

代
議
員
を

も
っ
て
構
成
す
る
。

第
2
7
条

　
社
員
総
会
は
、
全
て
の
代
議
員
を
も
っ
て
構
成
す
る
。

2
社

員
総

会
に

お
け

る
議

決
権

は
、

団
体

会
員

及
び

代
議

員
い

ず
れ

も
1
名

に
つ

き
1個

と
す
る
。

2社
員
総
会
に
お
け
る
議
決
権
は
、
代
議
員
1
名
に
つ
き
1
個
と
す
る
。

第
6
章

　
学

協
会

長
会

議
第

6
章

　
学

協
会

長
会

議

（
設

置
等
）
（
変
更
な
し
）

（
設

置
等

）
（

変
更

な
し

）

第
4
8
条

こ
の

法
人

は
、

団
体

会
員

の
代

表
者

を
委

員
と

す
る

学
協

会
長
会

議
を

設
け
る
。

第
4
8
条

こ
の

法
人

は
、

団
体

会
員

の
代

表
者

を
委

員
と

す
る

学
協

会
長

会
議

を
設
け
る
。

2
学

協
会

長
会

議
は

、
理

事
会

の
諮

問
に

応
え

、
理

事
会

に
対

し
、

意
見

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

と
と

も
に

、
理

事
会

の
承

認
の

も
と

、
そ

の
名

に
お

い
て

対
外

的
な

意
見
の
表
明
が
で
き
る
。

2
学

協
会

長
会

議
は

、
理

事
会

の
諮

問
に

応
え

、
理

事
会

に
対

し
、

意
見

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

と
と

も
に

、
理

事
会

の
承

認
の

も
と

、
そ

の
名

に
お

い
て

対
外

的
な
意
見
の
表
明
が

で
き
る
。

（
新

）
附

則
1
こ

の
定

款
は

、
附

則
を

除
き

、
こ

の
法

人
の

設
立

の
登

記
の

日
か

ら
施

行
す

る
。

2
（

略
）

・
・

・
・

・
1
1
 
第

7
条

及
び

第
2
7
条

の
改

正
（

平
成

2
9
年

５
月

2
3
日

）
に

つ
い

て
は

、
平

成
3
0
年

4
月

1
日

よ
り

施
行

す
る

。
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法
人
運
営
基
本
規
程
一
部
変
更
の
件

 

第
３
章

 
代
議
員
の
選
挙

 

（
旧
）

 

（
代
議
員
の
定
数
）
 

第
6条

 
代
議
員
の
定
数
は
、
理
事
会
の
定
め
に
よ
り
別
に
設
け
る
代
議
員
の
選

出
の
た
め
の
正
会
員
に
よ
る
選
挙
の
日
を
公
示
し
た
日
（
以
下
「
選
挙

公
示
日
」
と
い
う
。）

の
前
日
に
お
け
る
団
体
会
員
の
数
の

2
倍
と
す

る
。
 

 

第
５
章

 
社
員
総
会
の
運
営

 

（
旧
）

 

（
社
員
の
出
席
）
 

第
15

条
 
代
議
員
た
る
社
員
は
、
自
ら
又
は
他
の
代
議
員
た
る
社
員
を
代
理

人
に
選
任
し
て
、
社
員
総
会
に
出
席
す
る
。
 

2
団
体
会
員
た
る
社
員
は
、
代
表
者
自
ら
若
し
く
は
そ
の
団
体
の
役
員
、
会
員
、

社
員
若
し
く
は
使
用
人
を
指
定
し
て
又
は
代
議
員
た
る
社
員
を
代
理
人
に
選
任

し
て
、
社
員
総
会
に
出
席
す
る
。
 

3
社
員
総
会
の
招
集
通
知
は
、
定
時
総
会
に
あ
っ
て
は

4
月
末
日
現
在
、
臨
時
社

員
総
会
に
あ
っ
て
は
そ
の
開
催
日
の

3
週
間
前
の
時
点
で
の
社
員
名
簿
の
登
録
に

従
っ
て
発
す
れ
ば
足
り
る
も
の
と
す
る
。
 

4
社
員
総
会
に
出
席
す
る
者
は
、
会
場
の
受
付
に
て
、
次
の
と
お
り
、
そ
の
出
席

資
格
の
確
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

(1
) 
代
議
員
た
る
社
員
本
人
が
出
席
す
る
場
合
に
は
、
本
人
で
あ
る
こ
と
 

(2
) 

代
議
員
た
る
社
員
又
は
団
体
会
員
の
代
理
人
と
し
て
出
席
す
る
場
合
に
は
、

委
任
状
等
の
提
出
に
よ
り
そ
の
代
理
権
を
有
す
る
者
で
あ
る
こ
と
 

(3
) 

団
体
会
員
た
る
社
員
の
代
表
者
が
出
席
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
団
体
の
代

表
者
本
人
で
あ
る
こ
と
 

(4
) 

団
体
会
員
か
ら
指
定
を
受
け
た
役
員
又
は
使
用
人
と
し
て
出
席
す
る
場
合

に
は
、
そ
の
旨
の
書
面
 

  
  
に
よ
り
、
そ
の
団
体
か
ら
指
定
を
受
け
た
者
で
あ
る
こ
と
 

5
代
理
人
欄
が
空
欄
の
委
任
状
が
提
出
さ
れ
た
場
合
に
は
、
社
員
総
会
の
議
長
が

選
任
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。
 

 

第
３
章

 
代
議
員
の
選
挙

 

（
新
）

 

（
代
議
員
の
定
数
）
 

第
6
条
 
代
議
員
の
定
数
は
、
1
5
0
名
と
す
る
。
 

 

   第
５
章

 
社
員
総
会
の
運
営

 

（
新
）

 

（
社
員
の
出
席
）
 

第
1
5
条
 
代
議
員
た
る
社
員
は
、
自
ら
又
は
他
の
代
議
員
た
る
社
員
を
代
理
人

に
選
任
し
て
、
社
員
総
会
に
出
席
す
る
。
 

2（
削
除
）
 

2
社
員
総
会
の
招
集
通
知
は
、
定
時
総
会
に
あ
っ
て
は

4
月
末
日
現
在
、
臨
時
社

員
総
会
に
あ
っ
て
は
そ
の
開
催
日
の

3
週
間
前
の
時
点
で
の
社
員
名
簿
の
登
録
に

従
っ
て
発
す
れ
ば
足
り
る
も
の
と
す
る
。
 

3
社
員
総
会
に
出
席
す
る
社
員
は
、
会
場
の
受
付
に
て
、
そ
の
出
席
資
格
の
確
認

を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

4
代
理
人
欄
が
空
欄
の
委
任
状
が
提
出
さ
れ
た
場
合
に
は
、
社
員
総
会
の
議
長
が

選
任
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。
 

 （
新
）

 

附
則
 

(1
)
こ
の
規
程
は
、
こ
の
法
人
の
設
立
の
登
記
の
日
に
遡
っ
て
適
用
さ
れ
る
も
の

と
す
る
。
 

(2
)（

略
）
 

・
・
・
・
・
 

(6
)平

成
29

年
5
月

23
日
 
第

6
条
及
び
第

15
条
改
正
。
第

15
条
改
正
に
つ

い
て
は
、
平
成

30
年

4
月

1
日
か
ら
施
行
す
る
。
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学協会長会議規則 

（趣旨） 

第1条 この規則は、定款及び法人運営基本規則に基づき、学協会長会議に関し必要な事

項を定めるものとする。 

 

（学協会長会議の任務） 

第2条 学協会長会議は、以下の事項等について、諮問に応え、加盟学協会の意見を集約

し、理事会へ意見を述べる。理事会は連合の運営にあたり、学協会長会議の意見を尊重す

るものとする。 

（１） 連合の活動や制度、方針について 

（２） 学協会と連合の将来像と相互の協力体制について 

（３） 国の重要課題等に対する連合の意見の集約と提言の発出について 

（４） その他、学協会からの連合への要望について 

 

（幹事会） 

第3条 学協会長会議のもとに幹事会を置く。幹事会は、加盟学協会の意向を集約し、理

事会と加盟学協会との情報共有をはかる。 

2 幹事会の長は、学協会長会議議長とする。幹事会の長は、学協会長会議の委員の中から、

サイエンスセクションや分野のバランスを考慮して、10名以内の幹事会メンバーを選任

する。当連合の理事・監事は幹事会メンバーとなることはできない。 

3 幹事会のメンバーの任期は、6 月１日から１年間とする。ただし、団体会員の登録代表

者の交代に伴い学協会長会議の委員を交代した幹事会メンバーは、幹事会の長の求めによ

り幹事会にオブザーバ出席することができる。 

4 幹事会は、学協会長会議に先立ち開催される。また、幹事会の長が必要と認めた場合に

開催するものとする。 

5 加盟学協会との情報共有を促進するため、幹事会メンバーは、理事会にオブザーバ出席

できる。 

 

 

 

理 事 会 決 議 事 項 
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学
協
会
長
会
議
幹
事
会
メ
ン
バ
ー
候
補
(案

)
学
協
会
名

セ
ク
シ
ョ
ン

　
　
　
　
　
　
　
備
考

1
次
期
議
長
の
学
協
会

次
期
議
長
学
協
会

2
日
本
地
球
化
学
会

圦
本
尚
義

宇
宙
気
水
固
体
生
命
現
議
長
学
協
会

3
一
般
社
団
法
人
　
水
文
・水

資
源
学
会

渡
邉
紹
裕

気
水

考
慮

4
日
本
古
生
物
学
会

前
田
晴
良

生
命

今
ま
で
の
議
長
学
協
会

5
一
般
社
団
法
人
日
本
地
質
学
会

渡
部
芳
夫

固
体
生
命

今
ま
で
の
議
長
学
協
会

6
公
益
社
団
法
人
日
本
地
理
学
会

村
山
祐
司

人
間

今
ま
で
の
議
長
学
協
会

7
公
益
社
団
法
人
日
本
地
震
学
会

山
岡
耕
春

固
体

今
ま
で
の
議
長
学
協
会

8
特
定
非
営
利
活
動
法
人
日
本
火
山
学
会

井
口
正
人

固
体

今
ま
で
の
議
長
学
協
会

9
地
球
電
磁
気
・地

球
惑
星
圏
学
会

山
崎
俊
嗣

宇
宙
固
体

今
ま
で
の
議
長
学
協
会

10
公
益
社
団
法
人
日
本
気
象
学
会

岩
崎
俊
樹

気
水

今
ま
で
の
議
長
学
協
会
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